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1 ．は じめに

　地域 公共施設の 望 まし い 整備水 準 は，都 市 ・地 域 計 画 にお け る古

典 的と も い える 研究課 題 で ある．整備水 準 を決 定 す る要 因 と して は，

人 口 とその 年齢構 成．人 口変動，産 業構造 ，施 設利 用 の 季節 的 ・時

間的変動な どが考え られ ，よ り現実 的に は，敷地 条件，交通基盤整

備状況，住 民の要望，財政状況な ども重要 な決定 要因 となる こ とも

多 い．し かし．こ の 内，最 も基本的 で重要 な要因は人 口で あろ う．

施設の 配置 を評価する 際 に は，サ
ービス 圏 人 ロそ の も の や，施 設 ま

で の 距離，施 設の 容量な ど人 口 分布 に 影響 さ れる指標 が 頻 繁に 用 い

られ る ．特 に，生活上 必要性が高 く，公共性 の 高 い サ
ー

ビス を 提 供

す る施設 につ い て は，人 囗が 最 も基本的 で 重要 な 決 定 要 因 とい え る．

　例え ば，学校や 公 園等の 公共施設 の 充足度 を論 じる際，しば しば

人 口 当た りの 施設数 と い う指標が用 い られ る．例 えば，一
般 的に，

小学校 につ い て は人 口およそ 1 万 人 当た りに 1 校，中学校 につ いて

は お よ そ 2 万 人 当た り に 1 校が 設置の 目安 と され て い る．病院 ・診

療所 につ い て も，重度 の 患 者を受け入 れる 第三 次指定 医 療機 関はお

よ そ 100万 人 当た り 1 施設 と い っ た 設置基準が 設 け られ て い る．

　勿論，施設の も つ 機能に よ っ て は，施設 配置の 評価 尺度 は 異なる，

施設計画論 に よれ ば，施設配 置の 評価指 標 として は．一
般 に，施設

機能に 応 じて ，表 1 に示す ような様々 な もの が考え られ る と され て

いる （柏 原 （1991）
12））．と こ ろ が，こ う した 評価尺度 か ら導 か れ る 理

論的な 配置基準 を議論 した研 究例 は，思 い の 外少 ない ．現実 に は人

口密度 の 違 い が 人 口 当た り施設数や そ の 基準 に も影響 を及 ぼ して お

り，人 口 の 広 が り も加 味 した 施設基準 に関する 議論が 必要で ある．

　 本論 文は，評価尺度か ら理 論的 に施設数 と人 口 の 関係 を明 らかに

し，マ ク ロ な関係 と して 施 設密度 （単位面積 当た り施設数） が 人 ロ

密度 （単位 面積 当た り人 口 ；但 し，施設利用人 囗 は人 口 に比 例する

と考 え る ） の 累 乗 に比 例 す る と い う
一
般 式 を導 く と 同時 に，施設数

のデー
タ か ら理 論 的 関 係 を検 証す る た め の 実 証分析 を行 う こ と を 目

的 とす る．

　本論 文で は．表 1 の 評価指標の うち，移動損失指標で あ る 平均利

用距 離 と最大利用距離 に着 目し，そ れぞ れを最小 にする 施設配 置を

考 える．前者 は，施設利用者 の 施設 まで の 移 動コ ス トの 平均 （需要

が所与の場合は総和と同義）を最小 化する こ とを 目的とする も の で

あ り，こ の 評価基 準を rninisum 基 準と呼ぷ こ とにす る （rnedian 問題

に対 応）．この基 準 は，利 便性 を重 視す る 施 設を 中心 に広 範に 適用

され る．また後 者は．施設利用者の うち施設 まで 最 も移 動コ ス トの

大 きい 人の それ （移動コ ス トの 最大値） を最 小化 するこ とを 目的 と

す る もの で あ り，この 評価基 準 を minimax 基準 と呼 ぶ こ とにす る

（center 問 題に 対応）．この 基準は，緊 急性 を重視する 施設 等 に適 用
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され る．また，前述の よ う に，そ の 地 域 の 入 口 に 比例 して 配置す る

施 設数 を 決定す る ，すな わ ち，施 設密 度 と 人 ロ密度 とが比例 関係 に

ある よ うに 配置を 決 め る と い う基準 を，人 口 基準 と呼ぶ こ とに して

お く．

　続 く 2 章で は，関連す る既存研究 を簡単 に レ ビ ュ
ー

し，3章で 各

基 準に 対応させて，施設密度 と人 口 密度 の理 論的関係を 導く．そ し

て 4章 で は，実際の 都道府県別 の 公共施 設及び小売店舗の 密度 と 人

口 密度 の 関係 を明 らか にし，3 章 で導か れ る 理識 との 対応を 検 証す

る．最 後 に，5章 で 本論文 の 結論 と課題 をま とめる．

衰 1　 施 設 配 置 の 評価基準 （柏原（1991）
12｝

）

分 類　 　 　 　 　 借 標

  利用者数指標 総利用者数

  移動損失指標 平均移動距 離

最大移動距 離

累積値移動 距離

満 足性指標 満足 圏 人 口 ー
I　　
I

満足 者 数

重複圏 人 ロ

2  平 等性指標 施設問格差 率

地域 間 格差率

最 小地域 利 用率

最 小施 設利 用擘

施 設数

2 ．既 存研 究の レ ビュ
ー

　人 口 密度が 高い 地 域 ほ ど施設 密度 も高い，ある い は．高 くすべ き

で あ る と い う こ と は，一
般 に 当 然 の こ と と して 理 解 され て い るが ，

両者の 関係を定 量的に 明示 した 例 は 少 な い．

　施設配置 を考え る上 で 最 も基 本 的 な modian 問 題 を 対 象 と し た も

の で は，立地配分モ デル か らの ア プ ロ ーチ に よ っ て，inetal，（198t“）
10）

が 連続需要型の 配置問題 を定式化 し，Voronei図を用い た地理的 最

適化手法 に よ っ て 解 を求めて い る．連続 需要型モ デル を用 い る こと

に よ り，一様な 人 口 分布の 他に，Tamer−Shemett分布，　 Newling 分布

等 の
一

様 で な い 人 口分 布 に つ い て も解 を求めて い るが，施設 の 最 適

配 置 は 数 値 的 に求め られ て い て，人 口 密度 との 対応 を定墨的 に 明示

して は い ない．一
般に は，median 問題を扱 う研 究の 多 くがネッ トワ

ー
ク空 間で の 定式化 を行 っ て い る が，ネ ッ トワ

ー
ク空間上で は葹 設

分布 と人 口 分布 の 関係を 明確に 論 じる こ とは 困難で あ る、

　施設 配置問題 として で はな く，独 自の ア プ ロ
ー

チ に よ る研究と し

て，palmer　CIO73）
tl）が最適なサービス 地点密度 を最 短距離の 理譌 か

ら，Stephan （1972，1977，1988）
n ｝23）M ）．　Stephan　and 　McMuhin （1981）za が

自治 体 な ど の 領 域 分 割 の 最 適 な 単 位 を 時 間最 小 化 の 理論 か ら，

Ganseifl−Za｛Ee （皿982a．　b，1993）OtTPt）は 中心地 理 識に 基づ き 人 口 の
一

様で

ない 平面 にお ける 中心地 分布 を，そ れぞ れ 観点や 対 象は異な る がほ

ぼ同
一

の 方法 で 導 い た り，そ の 実証 を行 っ た り して い る．栗 田

（1996）
14）

が 都 市施設 数決定 モ デル か ら導出 した最適施設数 は，　Stepharr

らの 結果 と 同等 の もの で あ る．また，鈴 木（1990）
TT）は，多 種の サ

ー

ビス を提供す る 施設群 の 最適 階層構造 を 導 く過程で ．需 要 （施 設利

用頻度 ）と施設密度の 関係 を導 い て い る．こ れ らの関 係 は，minisum

基準に おける 最適施設密度 と共通 の枠組 み で 議論で き る もの で あ り，

本諭文 で は こ れ らの 研究 の エ ッ セ ン ス を 施設密度理 論と して 位置づ

け （Stephanは 「規模密度仮 説」 と呼ん だ），次章で 詳 し く議論す る ．
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　施設密度 に 関す る実 証的研究 と して は．例 え ば柏 原（1991）
12）が 大

阪市の 公共施設 を例に 計測 して い る が，人 口密度 と の 関連 には触 れ

て い な い ．貞広（1992，1998）
19）M ）は，小 売店 舗 を対象 に人 口 分布 との

関係を議論 して い るが，分析 され て い る 相 関 は施 設 密度 と 人 口密度

の 比例関係に 留 まっ て い る．本研 究で は，4 章で 公 共 施 設 と 小 売店

舗に つ い て 上述の 施設密度理 譌 との 対応 関係の 実 証分 析 を 試 み る こ

とに す る．

3．範設應鍵と人 囗竈度の 理齢 的聞係

G）前提

　図 1 の よ う に，あ る地 域 に 人 口 （図 中 ○） が 分 布 し ，そ こ にサー

ビス を 提供す る 点 的 施 設 （図中 ○）を配 置 す る こと を考える．人 口 ，

施設数 と も十分大 き い と し，そ れ らの 分 布 は 平 面 上 の な め らか な 連

続関数で 表現で き る もの とす る，

　Stephael　（1977＞n ）と同様 の 以下の 4 つ の 仮定をお く．

  全 人 口 （ある い は地点 に依 らな い 一定 割合 の 人 口 ）が施 設 を利

用 し，最近隣の 施設を 選 択す る．

  施設利用頻度 は，利用者か ら施設 まで の 距離 に依存 し な い．

  移動 コ ス トは．距離に 比例す る ．

  施設 コ ス トは，利用者 の 多寡 に よ っ て 決 ま る 施設規模 に依 存 し

な い ．し たが っ て，総施設 数が一定の 場合，施設 コ ス トは 定 数 と し

て 無視で きる．

　  の 仮定か ら，施設の 圏域は 図 1の 実線で 示 され る よ うな Voron 。i

領域 となる．一
般 に は施設利用率は 施設か らの距 離に従 っ て 低下す

る と い う 閧係 に あ り，上 記の 仮定は 満た され な い が，近 距 蔭の 利用

者が多 い 地域施設で は妥 当で ある と考 え られ る．

o

o

施 設

人 囗 （施設利用者）

図 1　 施設の 立地 と圏域

（2）2 地域 モデル に よる導 出

（a）minisum 基準で の 施設密度

　図 2 に示 す よ う に，2 つ の 等積 の 平面領 域 A，B が あ り．そ れ ぞ

れ に施設 を立地 させ る こ と を考え る．そ れ ぞれの 人 口 密度を PA、Pe，

施設密度 を nA，　 nB とし，い ずれ も各領域内で
一

様で あ る とする．総

人 口 は 所与 とする と，総距 離の 最小 と平均距離の 最小 は同義な ので，
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い ま，両 地 域 の施 設密 度 の 和 n ＝ nA ＋nB は
一

定 （総施設 数
一

定 と同 じ）

で あ る と した 場 合 に，両地 域 にお け る 施設 ま で の 平均距 離 d を最 小

化す る施 設数の 地 域配 分を 考え る と，こ れは 以下 の 問題 を解 くこ と

によ り得 られ る ．

　　　　血 。 冴．ρ・
4

・
＋ P ・

dB
，

　 　 　 　
nhns

　　　　 PA ＋ Ps　　　　　　　　　　　　　 （1）

　　　 　s・t・nA ＋ ne ＝ n・

但 し，dA，dBは それ ぞ れ領域 A．　B で の 施設 まで の 平均距離 で あ り，

仮定よ り．k を定数 と して 次式で 与 えられ る．

｛
d

、
　一　k！v　II，

d
。
・k！VAI．

（2）

両 領 域 の 面積 が 1 で あ る場合，図 1 の よ う に 施設 の 圏 域形 状が お お

よ そ 正 六角形 で ある とす れば，定数 kは

・ ・ 警
3

〔箏跨一

で あ り，また，近似的 に円 で ある と すれ ば 北＝2！（35 ）＝O．3761 で

ある，（1）式の 問題は制約条件付最適化問題で あ り，Lagrange 未 定乗

数法で 解 く こ と が で き る ．（2）式 を用 い，λ を未 定 乗 数 と して

Lagtungean は

・ 一

無 紛 ・ 一

と な る （但 し．p＝PA＋Pe） の で ．一
階の 条件

｛萋：1韓lll：
を解 い て，

　 　 　 　 2

瓮
・
〔評

（3）

（4）

（5）

とい う関係が導 かれ る．すなわち，rninisum 基準 による最適 な施 設

密度の 比 は，人 口 密度 の 比の 213乗 に比例す る．

A

人 ロ密度　 p。

施設密度　 n
。

図 2　 2 地 域モ デル

B

≡
訴毒纛羹i羃i≡謬

．

　 ρB

　 η
召

（b）m 舳 x 基準で の 施設 密度

　どち
．
らの 領域 に も 人 口 が 僅 か と も 存 在 す る （PA ＞ 0，　PB ＞ 0 ）な ら

ば，皿   m 脳 基準に よ る 施設配置 は均等配置 とな り，施設 密度は人

口密度 に依存せ ず，両領域 と も 同
一

とな る．すなわ ち，

　　　　生 ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）
　 　 　 　 nA

とな る．

（c》人 口 基 準 で の 施設密度

　 人 口に 比例 して 施 設数 を 決 定 す る 人 口基 準に よ る 場合は，

　　　 　彑L 彑 　　 　　　　 　　　 　　　　 　　　 　（7）

　 　 　 　 nA 　　PA

が 成 り立つ ．この 考 え は，施 設の容 量が
一
定 で あ り，施設 で の サー

ビス レベ ル を公平 にす る と い っ た場合 に適用 される．

　 ま た，公共 施設で な く小 売店舗な ど の 営利 施設で は，事業採算 を

成立 さ せ る た め に
一

定水準以上 の 人 口 を 集客す る こ とが必要で あり，

自由競 争に よ る 均 衡が 成 り立 っ て い れ ば，人 口 基 準が基 本 とな る と

考 えられ る ．Bunge （1966）
3）に よ り検討 された 人 口 密度 を可変 と した

中心地理 論（CentTul　Place　Theo 【y）の た め の 密 度 変換 に関 す る 研究か ら

は，人 口基準と 同 じ結果，すな わ ち，中心地 密度 は 人 口 密度 に比例

する とい う結果が導かれて い る （Dickcn　and 　lloyd（1972）s）等参照）．

（d）施設 密度 と人 口 密度 の 理論 的関係

　 以 上 を ま とめ る と，配置基 準毎 の 施設密度 と人 口 密度 の 関係は，

以下 の よ うに 整 理 され る．施設密度が 人 口 密度の α 乗 に比例 する と

す れ ば，

　 　 　 　 　 　 　 　 血 nimax 基 準 ： α 司

　　　　　　　　 血 nisum 基準 ： α ＝2！3

　　　　　　　　 人 口 基 準 ： α ＝1

と い う こ とに な る．

（3）連続モ デル に よ る minisum 基準で の 関係の 導出

　minisu 皿 基準 に よ る （2）  の 関係に つ い て は，こ れ と 同等 の こ とが，

Palmer （1973）
17》，　Gusein−Zade （1982a，　b）e7｝，　 Stephan （1977）

n ），鈴 木

（1990）za等 に よ っ て 明 らか に さ れて い る．これ らに共 通 す る 本質 的

な 議論 は，以 下 の よ う に ま と め られ る．

　 い ま．図 3 の よ うな 人 口 密度が
一

様で な い連続領域 D （連結で な

くて も よ い） を考え る．D 内の 地点 x 近 傍の 微小 領域 （面積 as）

にお け る人 口密度 （所与 ）及び施設密度 と も にそ れ ぞれ p〔x ），n （x ）と

表せ る とする．施設数 が 十分大き い 場合 に は，微 小領域 で は 施設密

度は
一

様 と して よ い の で ，施設 まで の 平均距離 は近似的 に

d（x ）・ k！VA（ff （8）

とな る （k は 前出），これ を用いれ ば，施設 まで の 平均距 離を最 小化

する 問題は．総人 口を

と して ，

P 一
レω d∫

糊
・［・ω 亅＝tJ． d（x ）・（・ ）d・

　　　　　　臥 器 鵡

・t・レω 認 ＝N

（9）

（10）
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と表せ る．但 し，Di は ‘番 目の 施設 の 圏 域，　 N は 総施設数 （所 与）

で あ る．こ の 汎 関 数最適 化 の解 も 嚀 皿ge 未 定 乗 数 法 で 以 下 の よ

うに解 く こ とが で き る．Lagrangean を

　　　・… ）］・J・ ・
。鴇

・ A・・… dS

とす る と，停 留条件は

　　　 一主 P（x ）
＋ λ一〇

　　　　 2P ｛n（x ）｝
写3

となる の で ，整理 する と

n（x ）＝c｛P（x ）｝
v3

（11）

（12）

（且3）

とい う関 係 が得 られ る （C は 定 数）．す な わ ち，施 設密度 が 人 口 密

度の 213乗に 比 例 する 状態が平均距離の 最小 をもた らす．

n ＝Cpa （14）

に 当て はめ （n は 箇所数瓜m2 ，　 p は 人舳 ），　 quasi−Newton 法 に よ る最

小 二 乗法 を用 い て施設種 類別の C と α を求め た 結 果 は，説 明 済 み 分

散比の 平方根 R とともに．表 2 の よ うになっ た，

　α の 値は概ね 0．6〜1．2 とな り，施設の 種類 によっ て差が ある こと

が わ か る．小 ・中学校，保育所 郵 便 局 な どは 213 に近 い値 とな る

一
方，図書館，診療所，公 園の α の 値 は 1 を超 え，人 口 基準以 上 に

施設が 人 口 の 多 い地 域 に 偏 っ て い る．都 市 公 園 に つ い て は，定 め ら

れ た 誘 致 距 離 に対 応 し た
一

定 の 基準 で 設 置 さ れ て い る た め，人 口 に

ほ とん ど比 例 す る結果 に な っ て い る と考 え ら れる．図 書館 に つ い て

は規篌の 経済性や地方 部で ワ ンセ ン タ
ーシ ス テ ム が多い こ とが こ の

よ うな結果を もた らして い る と考 えられ る．小 学校や 保育所な どは，

これ らの 施設と 比べ て利 用 距離がよ り決定的 な要 因 となっ て い る こ

とが，α の 値が相対的 に 小 さ い 理 由で ある と推測 で きる．緊急 施設

の
一

つ で あ る 消防署は，α の 値 は 0 に はな ら な い まで も，0．62 と 小

さ い．

　他方，小 売店舗の α は 平均的に 1 近 くの 値 とな り，全 般的 に公共

施設の α の 値 よ り も大 き い 傾向 にあ る．これ は，B 岨 ge（1966）
3）が 検

討 した 中心 地 理 論か ら導 か れ る 関係 と整 合す る も の で あ る．な お，

診療所や 幼稚園 は民間 の 占める割 合が大 き く，病 院や 保育 所等 と比

べ て α の 値が大 きい の は．小 売店 舗 と同様，営利性 も支配 要因とな

る ため と考 え られ る．

　現実の 施設 は，既述 の い くつ か の基準 が 複合的に 勘案 され て 決定

表 2　 施設種別 の α

施設 種類 躅 査年 月 日　 　 （7 α ・ 畿
團 3　 連続モ デル

　 こ う した関係 は，施設密度とそ の 平方根の 逆数の 和 を最 小化 する

と い う（11）式 の 形 か ら導 か れ ，栗 田（1996）
14）の 最適 施 設数や 笠 原 ・古

山（且998）
11）の 階 層 構 造 を もつ 木 の 中 継 点 の 最 適 個 數 を導 く際 の 目的

関数 も これ と同 じ構造 を 持 っ て い る．

　 但 し，実 際 の 施 設利 用 で は，利 用 頻度 が 距 離 に依 存 して い た り，

移動の 距離抵抗が 距離 に比 例 しな い な ど，（1）で の 前提が 成 り立た な

い場 合 に は，α は 2！3 と い う値か らは 外れ る （pal皿 er （1973）
17 ），

G 咀se  ・Zade （且993 ）
8））．

4 ．現 突 の 竄戚闃 係 の検 証

　本章で は，3章で 導 いた 理 論的 関係を，実 際の 施設データ に よ っ

て検証す る．対象とす る施 設は，学校 （幼稚 園，小 学校，中学校，

高等学校 ），公園，図書館，公 民館，保育所，郵便局，消防署，病

院 ・診療所 な どの 地域 公共施設 （但 し，民 営 の もの も含 む），及 び

各 種 小 売 店 舗 で あ る．こ こ で は，施 設数 が十 分 大 き い とい う仮 定 を

満 た すた め，都道府県別 に集 計 したデータ を 用 い る．地 域公共施設

の 施 設数は，平成 8 年版公共施設状況調 4｝に 基づ きE ”，また 密度計

算 の 基 となる 面積 につ い て は，森林 ・原 野や湖 沼な どを除い た可住

地面積 をベ ー
ス とする．対す る人 口 は，平成 7 年 国勢調査の もの を

使用す る．

　 3 章 か ら導かれ る
一

般式
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さ れ て お り，そ れぞれ の 重み は施設種類毎 に 様々 で ある と考 え られ

る ．し たが っ て ，ど の α が 妥 当 か を論 じ る の は 困難 だが，α は 今後

の 施設 整 備 に関 す る政 策 方 向を 論 じる 上 で の
一

つ の マ ク ロ 指 標 と し

て 有 用 で あ る と思 わ れ る．

　 また，こ こで 示 し た施 設密度 や人 囗密度 は，都道府県 とい う集 計

単 位で 計算 された もので ある が，実際には一
つ の 集計単位の 中で も

密度 が一様で な い．集計単位 の 取 り方によ っ て，α の値は変わ っ て

くる．この点 は 実証す る 上 で 残 され た 課題 で あ る．

5 ．結 論と今後 の 課題

　本論文で は，最近隣施設選択 や距 離に 非弾力的な需要，距離 に比

例す る 移動 コ ス ト等の い くつ かの 仮定 の 下で ，移動損失を最小化す

る地域施設の 望 まし い密度が 人口 密度 で 決まる こ とを定量的 に示 し，

以下 の こ とを明 らかにした．

  移動損 失の 最小 化 の 理 論か ら．施設密度 は人 口密度 の α 乗 に比

例す る とい う関係 に
一

般化で き，n血 imax 基準，　 minisum 基準，人

口基準 の 場合 の α はそ れ ぞ れ 0，万 3．1 と な る．

  都道府県別 の 可住地 面積 当た りの 施 設数 と 人 口 の 関係か ら上記

の 理論 的関係 を検 証 した結果，α は，小
・中学校 や保育 所，郵便局

につ い て は n血 isum 基準の as に近い 値 となる
一方，図書館や診療

所，公 園 につ い て は 1 を超 え，消 防署は小 さい 値 とな る．小 売店舗

の α は，そ の 多 く が 1 に近 い 値を と る．

　 こ う した関係 の 意味に つ い て は，4 章 にお い て解 釈を行 っ たが，

よ り踏 み 込ん だ 議論の た め に は さ らな る 施設毎 の 詳細な検 討 を要す

る ．し か し，上 記の 結 論は，地域施設の 設置基準や 社会 資本投資の

地域配 分の 再検 討，行 政 シ ス テ ムの 再編 に 伴 う行 政区分 と そ の 階層

構造の 検討な どに有用で ある と考 えられる．

　な お ，施設規模や機能によ るサ
ービス の質の違い を全 く考 慮して

い な い 点や，施 設近傍 で は施設密度が
一

定 とい う滑 らか な分 布を前

提 と し て い る点．実証分析 にお ける 計 測 方法 上 の集 計問題 な ど，現

実の 施設配置 を検 討す る 際に は 問題 とな るで あ ろ う課題が 残 され て

い る ．

　筑波大学社会工 学系腰 塚武志教授及び匿名の 査読者 に は貴 重な ご

意見 を頂 いた．こ こ に 記 して 謝意を表 します．な お，本研究 は，平

成 10 年度科 学研究 費補 助金 （奨励研究 （A ）：課題番 号 1σ780273）

に よ る研究の
一

部で あ る．

注

注 i＞但 し，病院 ・一般診療所 ・歯科診療所につ いて は厚生統計要覧平成

7 年版 m ，消 防署につ い て は平 成 7 年版 消防 白書
2」車，郵便 局につ いて は

平成 6 年度郵政行政統計年報 （郵便編）
” ）に依 っ た．
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